
















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































マ 　 　 　 マ
らつかせたり，鼻にかけた風をす
ることは，人々の顰蹙を買うものである。また，自治大学校へ行ってきたと
いうことは人々の何等かの期待又は注目を受けることになる。これに応えよ
うとして無理して事を急ぐことは失敗の元となることがある。また，自治大
学校出身者の取扱いは，各地方公共団体でまちまちであるが，たとえ期待し
たような取扱いを受けなくてもくさってはいけない」と述べている（112）。入校
する理由は出身団体からの選抜，本人の希望，命令とさまざまであること，
卒業生が周囲からの期待や注目を受けること，また，研修生本人もその意識
がある場合があること，さらに，必ずしも卒業後に派遣元の自治体で人事上
よい取り扱いが伴わないこともあることが推察される。
　このように，自治大学校の研修生は，開校当初から1960年代頃までは選抜
された者としての自覚をもち，不安や緊張感をもって入校してきたが，その
後は自治体で一定の期待をもたれる存在ではあり続けたものの，あくまでも
⎝ 　自治大学校（編）［1983］，443-444頁，447-448頁。
⎝ 　自治大学校（編）［1993］，480頁。
⎝ 　自治大学校（編）［1993］，480-481頁。
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卒業後の人事は自治体側に委ねられ，必ずしもよい結果を伴わないことも
あったと思われる。
　先述の久世は，自治大学校の卒業生のその後についても言及している。1967
年に久世が自治省行政局行政課課長補佐として執筆した同校を紹介する記事
には，「自治大学校を卒業した者についてのその後の処置（昇進等）について
は，地方公共団体によって区々であるが，形式上は，特別の取扱いをしてい
ない地方公共団体が大半である。しかしながら，現に，選考において優秀な
職員が選ばれ，自治大学校において再訓練され，その後もこれを生かして職
務に従事しているという関係から，実質的には，地方公共団体の主要幹部を
構成することとなり（かなり多くの府県庁においては，主要課長・課長補佐
等の過半が自治大学校卒業者で占められており，また，市町村等の場合は，
自治大学校卒業者が，総合的な知識を具備しているということで，総務・企
画関係の部・課長に選任される場合が多い。），また，よい意味での『自治大
閥』が形成されているところも少なくないようである」（括弧は原文。）と述
べられている（113）。また，久世は，1993年に出版された同校創立40周年記念論
文集でも，「自治大学校校友の方々は，文字通り“自治の担い手”として，地
方自治の各分野で活躍しておられる。知事六名，副知事・出納長二十数名，
都道府県の部課長約一，〇〇〇名，市町村長・助役・収入役の三役約八〇〇
名，市町村の局部課長約三，〇〇〇名―第一線で活躍しておられる校友の方
々の最近の姿である」と1993年頃の卒業生のその後を伝えている（114）。
　こうした数値をどう見るかは難しいが，卒業生のなかには，自治体のトッ
プをはじめ幹部ポストを占めるなど活躍する者が一定数いること，場合に
よっては自治体内で学閥に似たものが形成されるかもしれないことは確認で
きる。だとすれば，自治庁・自治省を中心とする講師・運営側は師弟関係を
通じて，自治体に強い人脈を得ているといえよう。さらに，先輩から後輩に
語り継がれていたように，研修生同士が寮生活を通じて仲間となることが同
⎝ 　久世［1967］，49-50頁。
⎝ 　自治大学校（編）［1993］，492頁。
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校の最大の意義とされる。となると，自治大学校を通じて，高校・大学といっ
た一般の学校に見られるような人的ネットワークが，自治体内，自治庁・自
治省と自治体との間，自治体間という多方面にわたって形成されているとも
いえる。
　ただし，こうしたネットワークは，あくまでも自発的で緩やかなものであ
り，自治大学校開校前に危惧されていたように自治体人事を中央省庁の側で
統制するのとは異なるものであろう。もちろん，師弟関係には一定の緊張関
係が伴っているものと思われる。確かに，講師・運営側である自治庁・自治
省の職員が将来自治体に出向して上位の職員になり得るという意識が研修生
の側にあってもおかしくない。しかし，偶然に教わった講師自身が実際にそ
うなる可能性はさほど高くないであろう。また，成績評価である研修効果の
測定も，上述１．⑵で見たように，旧本科，旧普通科を含む第１部課程では，
確かに自治庁職員の行う課目が任免権者への通知対象に含まれてはいたが，
徐々に通知課目，通知先が緩和され，勉学に向かわせる強制力が弱くなって
いったものと思われる。また，第２部課程の効果測定でも地方行政と地方財
政という自治庁職員がかかわる課目が対象となっていたが，第１部課程と共
通の変遷を経たものとされる（115）。さらに，第３部課程に至っては，そもそも
効果測定が行われていない。
　何よりも，研修生にとって講師・運営側は任命権者とは別の存在であり，
人事権をもつ者ではないのである。このことは，1970年代に同校の運営側が
授業への出席を厳格に課すのに苦労したところによく表れている。これは，
あくまでも研修生のその後の処遇が実際に自治体の手に委ねられているから
こそ起こり得た状況であろう。
⎝ 　自治大学校［2014］，54頁。
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お わ り に
　自治体の調査研究や自治体職員の研修のための施設として構想された全国
地方自治協会における日本地方自治大学校や「自治大学校の設置に関する要
綱」では，採用間もない者から幹部又は幹部候補に至るまで広く研修するこ
とが目指され，研修生数，職員数，所要経費の規模が大きい機関が想定され
ていた。しかし，自治庁内で「当初は不完全なものであるにしても，とにか
く発足させることを先決」としてより具体的に作成された自治大学校設置要
綱（案）では，自治大学校の規模は大幅な縮小となり，この案が一部修正さ
れた上，1953年７月に自治大学校設置法が成立した。しかし，法案成立後も，
当初予算は削減され，校舎・用地が予定通りに確保できず，職員配置もやり
くりを強いられることとなり，同校は同年10月の開校後も，施設の改善を進
めていくことになった。
　研修生を派遣する自治体が負担する旅費を軽減するためもあったであろう
が，研修の効果をより充実させることを明確に狙ってまず寄宿舎が整備され，
次いで校舎が新築され，さらに別の寄宿舎が新設された。その後も引き続き，
寄宿舎の整備・拡張が行われたが，そうした際も，談話室といった，研修生
の集う場を設けることが考慮された。また，こうした工事の所要費用につい
ては，常に自治体が一定の負担を行うこととなった。そうしたなかで，２つ
のいずれの寄宿舎においても，研修生の自治が行われることとなり，研修生
同士の自由な交流が行われたものと考えられる。
　ところで，そもそも自治大学校のモデルとなったのは，自治庁と同じ内務
省系の国家地方警察本部の附置機関である警察大学校と考えられる。自治大
学校は，これを模範として３段階の研修体系の最上位機関となることを目指
しただけではなく，「大学校」という名称も用いた。ただ，この名称には，当
時，大学進学率が低い時代にあって自治体職員のエリート意識を刺激して勉
学の意欲や研修への参加意識を高める効果も期待されたものと思われる。ま
た，同校は，本来公務員の研修施設に過ぎないはずであるが，単に大学の名
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にちなむだけではなかった。寮生活を通じて研修生同士が強いつながりをも
ち，また，同窓会組織をはじめ校章，校旗，寮歌，校歌といったものが徐々
にではあるが整えられ，運営側と研修生の双方にとって大学の擬制としての
「母校」となっていった。
　また，自治大学校では，警察大学校に近いかたちで都道府県の課長補佐と
いった自治体の幹部候補全員を集めて研修を受けさせようという意向があっ
たものと思われる。しかし，同校は，構想段階から規模縮小を余儀なくされ，
あくまでも自治体で選抜された者が集う場に留まった。その後，地方公務員
の一般職員数は大幅に拡大する一方，３つの課程を中心とした一般研修にお
ける年間の研修生数は，1991年度になっても1,000人に満たないままで大きく
増えることはなかったのである。この理由の一つは，校舎や寄宿舎といった
施設面での制約があったためと推察される。収容人員500人の校舎やそれ以下
の定員しかない寄宿舎では，その他の一般研修や専門研修もあることを考慮
すると，研修は最大限実施されていたものと思われる。
　研修内容の特徴について，長期研修では，大学で講じられるような一般的
な課目が重きをなし，包括的なカリキュラムが組まれていた。これは，まず，
府県職員にも大学卒業者が少ない時代にあって法律，経済の基礎から教える
必要があったためと思われる。また，地方自治が「横割り行政」として行わ
れるために，各行政部門にわたる知識が必要となることもあったと考えられ
る。ただ，地方行政に関する課目と管理論は，長期，短期を問わず，一般研
修３課程のいずれでも一定程度採り入れられており，同校の特徴といえるで
あろう。また，こうした課目の研修方法は，単なる講義だけではなく，会議
式研修や演習という，講師と研修生または研修生同士の顔が見える少人数を
単位とする授業方式が採り入れられ，かつ，その講師は，自治庁の職員が中
心に担当していた。こうした授業形式が採れるのも，先に述べたように自治
大学校の規模が小規模に保たれたことが幸いしたものと思われる。
　自治大学校創設初期には，選抜された者としての意識からか緊張した研修
生が見られ，場合によっては，自治大学校の運営側がその緊張を解きほぐそ
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うとする場面も見られた。しかし，時代を経ると，勉強に身を入れない研修
生も現れ，運営側が苦心することもあった。そもそも意図されていたのか否
かは定かではないが，少なくとも結果として同校は，創設前に危惧されてい
た人事の中央集権化につながるものとはならなかったといえる。自治大学校
に職員を派遣するか否か，どのような職員を派遣するか，また，同校卒業生
をどう処遇するかは，あくまでも任命権者であり人事権をもつ自治体が決め
ていたのである。
　このように研修生への統制を強めなかったあるいは強められなかったこと
によって，講師・運営側と研修生は強制力の伴わない良き師弟関係を取り結
ぶことができたと考えられる。他方，研修生同士では，成績評価も厳格には
行われなくなっていったこともあって競争心が煽られることもなく，寮生活
を送ることによって利害関係抜きの強い結びつきが得られたものと思われ
る。この結果，同校では，少人数制の大学に見られるような，こうした縦・
横の自発的で緩やかな人的ネットワークが形成されていったと考えられる。
さらに，こうしたネットワークは，一般の企業や官公庁で出身大学の同窓意
識が見られるように，自治大学校の卒業生であることを通じて自治体内に形
成されることもある。
　ただ，こうした人間関係の前提となるのは，自治大学校では，基本的に任
命権者の異なる研修生が集い，卒業後にそれぞれの職場に戻っていくことで
ある。これに対して，冒頭に述べたように，税務大学校は，主として省庁が
自ら採用した職員を研修する機関であり，自治大学校とは性質が異なってい
る。こうした研修主体と研修生との関係における違いが，研修それ自体のあ
り方やその後の職場の人間関係にどのような影響を与えるかについては，稿
を改めて論じることとしたい。（了）
（注記）
＊本文・脚注における引用・参照文献は，原則，著者・編者の姓もしくは名称と発行年で
示している。ただし，ホームページからの引用・参照文献は，一部を除いて，その都度，
脚注にその出所を表示している。
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